
（ストック・オプション等関係）

 当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

　　営業経費　　　　180百万円

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1)当社

①ストック・オプションの内容

決議年月日 平成14年６月27日 平成22年７月28日

付与対象者の区分及び人数（人）
当社及び三井住友
銀行の役職員 677

当社の取締役　　8
当社の監査役　　3
当社の執行役員　2
三井住友銀行の取締
役、監査役及び執行
役員　　　　　 69

ストック・オプションの数(株)
(注)１

普通株式 162,000
(注)２

普通株式 102,600

付与日 平成14年８月30日 平成22年８月13日

権利確定条件 付されていない

当社及び三井住友銀
行の取締役、監査役
及び執行役員のいず
れの地位をも喪失し
た時点

対象勤務期間 定めがない

平成22年６月29日か
ら平成22年度に関す
る定時株主総会終結
時まで

権利行使期間
平成16年６月28日か
ら平成24年６月27日
まで

平成22年８月13日か
ら平成52年８月12日
まで

　(注)１．株式数に換算して記載しております。

②ストック・オプションの規模及びその変動状況

ストック・オプションの数　(注)
決議年月日 平成14年６月27日 平成22年７月28日
権利確定前 (株)
　前連結会計年度末 － －
　付与 － 102,600
　失効 － －
　権利確定 － －
　未確定残 － 102,600
権利確定後 (株)
　前連結会計年度末 108,100 －
　権利確定 － －
　権利行使 － －
　失効 － －
　未行使残 108,100 －
　(注)株式数に換算して記載しております。

単価情報
決議年月日 平成14年６月27日 平成22年７月28日
権利行使価格　(円) 6,649 1
行使時平均株価　(円) － －
付与日における
公正な評価単価　(円)

2,215

　　　２．平成21年１月４日付で実施した普通株式１株を100株とする株式分割を勘案した株式数を記載しております。

－
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③ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法
　当連結会計年度において付与されたストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は以下のとおりで
あります。

（イ）使用した評価技法　ブラック・ショールズ・モデル
（ロ）主な基礎数値及び見積方法

決議年月日 平成22年７月28日
株価変動性　　　(注)１ 51.44%
予想残存期間　　(注)２ ４年
予想配当　　　　(注)３ 100円/株
無リスク利子率　(注)４ 0.23%
(注)１．４年間（平成18年８月14日から平成22年８月13日まで）の各取引日における当社普通株式の普通取引の終値に
　　　基づき算出しております。
　　２．十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、当社及び三井住友銀行の役員の平均的な就任
　　　期間に基づき見積りを行っております。
　　３．平成23年３月期の普通株式予想配当によります。
　　４．予想残存期間に対応する国債の利回りであります。

④ストック・オプションの権利確定数の見積方法
　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しており
ます。

(2)連結子会社である関西アーバン銀行

①ストック・オプションの内容

決議年月日 平成13年６月28日 平成14年６月27日 平成15年６月27日 平成16年６月29日
付与対象者の区分及び人数（人）役職員 45 役職員 44 役職員 65 役職員 174
ストック・オプションの数(株)
(注)

普通株式 238,000 普通株式 234,000 普通株式 306,000 普通株式 399,000

付与日 平成13年７月31日 平成14年７月31日 平成15年７月31日 平成16年７月30日
権利確定条件 付されていない 付されていない 付されていない 付されていない
対象勤務期間 定めがない 定めがない 定めがない 定めがない

権利行使期間
平成15年６月29日か
ら平成23年６月28日
まで

平成16年６月28日か
ら平成24年６月27日
まで

平成17年６月28日か
ら平成25年６月27日
まで

平成18年６月30日か
ら平成26年６月29日
まで

決議年月日 平成17年６月29日 平成18年６月29日 平成18年６月29日 平成19年６月28日

ストック・オプションの数(株)
(注)

普通株式 464,000 普通株式 162,000 普通株式 115,000 普通株式 174,000

付与日 平成17年７月29日 平成18年７月31日 平成18年７月31日 平成19年７月31日
権利確定条件 付されていない 付されていない 付されていない 付されていない
対象勤務期間 定めがない 定めがない 定めがない 定めがない

権利行使期間
平成19年６月30日か
ら平成27年６月29日
まで

平成20年６月30日か
ら平成28年６月29日
まで

平成20年６月30日か
ら平成28年６月29日
まで

平成21年６月29日か
ら平成29年６月28日
まで

決議年月日 平成19年６月28日 平成20年６月27日 平成21年６月26日
取締役　　　  9
取締役を兼務しない
執行役員 　　16

取締役　　　 11
取締役を兼務しない
執行役員 　　14

使用人　　   45 使用人　　   57
ストック・オプションの数(株)
(注)

普通株式 112,000 普通株式 289,000 普通株式 350,000

付与日 平成19年７月31日 平成20年７月31日 平成21年７月31日
権利確定条件 付されていない 付されていない 付されていない
対象勤務期間 定めがない 定めがない 定めがない

権利行使期間
平成21年６月29日か
ら平成29年６月28日
まで

平成22年６月28日か
ら平成30年６月27日
まで

平成23年６月27日か
ら平成31年６月26日
まで

　(注)　株式数に換算して記載しております。

取締役 ９ 取締役 10
取締役を兼務しない
執行役員 　　14
使用人　　   46

付与対象者の区分及び人数（人）役職員 183

取締役を兼務しない
執行役員 　　14
使用人　　   48

付与対象者の区分及び人数（人）
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②ストック・オプションの規模及びその変動状況

ストック・オプションの数　(注)
決議年月日 平成13年６月28日 平成14年６月27日 平成15年６月27日 平成16年６月29日
権利確定前 (株)
　前連結会計年度末 － － － －
　付与 － － － －
　失効 － － － －
　権利確定 － － － －
　未確定残 － － － －
権利確定後 (株)
　前連結会計年度末 104,000 138,000 222,000 325,000
　権利確定 － － － －
　権利行使 － 12,000 － －
　失効 10,000 － 12,000 23,000
　未行使残 94,000 126,000 210,000 302,000　　　　　
決議年月日 平成17年６月29日 平成18年６月29日 平成18年６月29日 平成19年６月28日
権利確定前 (株)
　前連結会計年度末 － － － －
　付与 － － － －
　失効 － － － －
　権利確定 － － － －
　未確定残 － － － －
権利確定後 (株)
　前連結会計年度末 451,000 162,000 115,000 174,000
　権利確定 － － － －
　権利行使 － － － －
　失効 20,000 － － －
　未行使残 431,000 162,000 115,000 174,000　　　　　
決議年月日 平成19年６月28日 平成20年６月27日 平成21年６月26日
権利確定前 (株)
　前連結会計年度末 － 289,000 350,000
　付与 － － －
　失効 － － －
　権利確定 － 289,000 －
　未確定残 － － 350,000
権利確定後 (株)
　前連結会計年度末 112,000 － －
　権利確定 － 289,000 －
　権利行使 － － －
　失効 － － －
　未行使残 112,000 289,000 －
　(注)　株式数に換算して記載しております。

単価情報
決議年月日 平成13年６月28日 平成14年６月27日 平成15年６月27日 平成16年６月29日
権利行使価格　(円) 155 131 179 202
行使時平均株価　(円) － 144 － －
付与日における
公正な評価単価　(円)

決議年月日 平成17年６月29日 平成18年６月29日 平成18年６月29日 平成19年６月28日
権利行使価格　(円) 313 490 490 461
行使時平均株価　(円) － － － －
付与日における
公正な評価単価　(円)

決議年月日 平成19年６月28日 平成20年６月27日 平成21年６月26日
権利行使価格　(円) 461 302 193
行使時平均株価　(円) － － －
付与日における
公正な評価単価　(円)

③ストック・オプションの権利確定数の見積方法
　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しており
ます。
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